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はじめに
　フランスでは失業のリスクに対応する国家的な制度の創設は遅く，労使代表
の集団協約によって強制的な失業保険制度が創設されたのは1958年である。近
隣諸国では，戦間期の経済危機と失業者の増大に直面して対応が迫られるなか
で，国家的な失業者の救済制度が整備されるが⑴，フランスではこの時期に失
業者の救済を目的とした普遍的な制度が創設されることはなかった。では，フ
ランスは，経済危機と失業者の増大にどのように対応してきたのであろうか。
この問いに答えることは，強制的な失業保険制度が20世紀前半に創設されな
かった理由の一端を示すことにもなるであろう。
　本稿では，フランスにおける失業者救済の状況と諸施策について歴史的に検
討し，失業問題への国家の介入のあり方を考察する。最初に，19世紀に展開さ
れた失業者救済の多様な取組みについて見ていく。これを踏まえて，20世紀初
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⑴　イギリスでは1911年に創設された国民保険制度（医療保険と失業保険からなる）が存在していた
が，戦間期の大量失業への対応を通して1934年失業法が制定された。ドイツでは第一次世界大戦後
の大量失業に直面し，1927年に失業保険制度が創設された。田多（2009）参照。
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頭から開始される失業問題への国家の介入に着目しながら，国家によって支援
される任意加入の失業保険制度の創設と展開，さらに第一次世界大戦と経済危
機を背景とした国家失業基金の役割の拡大について検討を行うこととしたい。
１．失業問題への多様な取組み（19世紀）
（1）19世紀フランスの社会経済と失業
1）工業化の進展
　フランスにおいて産業革命が生じたのは，19世紀半ばである。産業革命の初
期に経済を牽引したのは繊維産業であり，19世紀前半には大規模な機械制紡績
工場等が見られるようになった。1840-50年代から鉄道の発展を背景として本
格的な工業化がはじまり，製鉄工業における生産量が拡大した。しかしながら
工業化の進展は緩慢であり，長期間にわたって就業人口の多くは農業部門に属
していた。
　1870年代から，フランスは激しい景気循環を経験するようになった。この時
期，積極的な雇用に起因する労働力不足と循環的な経済危機による失業の増大
を繰り返した⑵。多くの労働者が厳しい状況に置かれるなかで，職業的な集団
による失業問題への対応が試みられるようになった。1880年代から19世紀末ま
での大不況期を経て，フランスでは第二次産業革命が本格的に開花することと
なる（田端 1999: 206-207）。繊維産業を中心とした伝統的な産業部門が相対的
に衰退し，機械，金属，化学などの産業が急速に発展し，自動車産業が誕生す
る。
─────────────────
⑵　労働力不足は1871-1872年，1880-1882年に生じた。失業者の増大が顕著であったのは1873年，
1876年，1883-1886年，1896年，1900年，1907-1908年，1913年であった（Braudel, Labrousse 1979: 
485）。
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2）失業者の状況
　19世紀の失業者は，フランスの社会制度においてどのように位置づけられて
いたのであろうか。実際には，19世紀のフランスには「失業者（chômeur）」
という概念が確立されておらず，失業者というカテゴリーに属する人々は特定
されていない。1890年代までの一世紀近い間，失業者は貧困者（pauvre）と
混同されている状態にあった（Willmann 1998: 49）。そのようななかでも，コ
ミューンにおいて必要な住民把握や人口調査を通じて，しだいに労働能力のあ
る貧困者の選別が行われるようになった。
　「良い貧困者」とされるのは，収入も資産もないが，労働によって生存を確
保しようとする者である。これらの者は救済の対象となった。「悪い貧困者」
は，収入や資産がないものの求職しない者（物乞い，浮浪者等）であり，抑圧
や取り締まりの対象となった（Willmann 1998: 53-55）⑶。前者の労働能力のあ
る「良い貧困者」が政策的な取組みの対象となる失業者であり，収入がない状
態の緩和や労働への復帰が課題とされた。実際には，労働能力のある貧困者を
二つのカテゴリーに区分することは困難であり複雑であった。19世紀末におい
ても，この区分は，その境界においてしばしば混同されるほどあいまいなもの
であった（Reynaud-Cressent 1984: 55）。
　フランスで初めて，全国的な統計において失業者というカテゴリーが登場し
たのは1896年の調査である（Reynaud-Cressent 1984: 53）。失業者とは，職業
を有する賃金労働者であるが，調査日に雇用されていなかった者である⑷。図
─────────────────
⑶　19世紀には浮浪者への政策的対応は厳格化され，「浮浪すること（vagabondage）」は刑法違反で
あると定められた（刑法典271条に関する1832年４月28日の法律と刑法典270条に関する1885年５月
27日の法律による）。浮浪罪とされた場合の処罰は厳しく，３～６ヶ月の投獄，加えて外国人の場
合は国外追放とされた（Willmann 1998: 62-64）。告発の対象となるのは，貧困者の選別によって，
自らの意思により自発的に浮浪や物乞いを行っているとされた者である。
⑷　一定の高齢者（1896-1901年の調査では65歳以上，1906-1936年の調査では60歳以上）と長期の失
業者（調査によって期間は異なるが１年あるいは２年）も失業者の統計からは除外された。さらに
十分な失業期間（少なくとも８日間）がない者も対象外とされた（Villa 1995: 48）。
430 早稲田商学第 439 号
1168
表１によれば，1896年の失業者数は266,875人であり，失業者が増大した年で
あったにもかかわらず，就業人口に占める失業者の割合は1.4％と非常に低い
数値となっている⑸。当時の就業人口においては，事業主（22.5％）と独立労
働者（isolés）（22.6％）と呼ばれる者が半分弱を占めている。独立労働者と呼
ばれたのは，独立した小事業主，不規則な雇用の賃金労働者および自宅で労働
を行う者である（Salais 1983: 17）⑹。これらの者が仕事を失っても失業者とは
みなされないことから，統計上，失業者のカテゴリーに属する者の割合は低く
なっている。
　また，当時の失業率は評価者によって大きく異なる。労働組合の推計によれ
ば，1895年から1908年の期間の平均的な失業率は8.5％とされている（Braudel, 
Labrousse 1979: 484）。19世紀後半には，景気循環により労働力不足と失業者
の増大が繰り返される状況が見られたが，とりわけ大不況期の失業は深刻で
あった。建設・冶金業で多くの失業者が生み出され，全体で工業労働者の10％
に達した可能性があるとされている（Braudel, Labrousse 1979: 485）。
─────────────────
⑸　失業者数を工場労働者人口との対比でみると，1896年の失業率は3.4％である（Braudel, 
Labrousse 1979: 484）。
⑹　具体的には，加工や細工を行う職人，家内工業的な職人，農業の日雇い労働者，その他固定的な
事業主のもとで働かないすべての労働者がこのカテゴリーに該当した（Villa 1995: 48）。
図表１　職業分類別の就業人口（1896年）
男性 女性 合計 割合（％）
事業主 2,650,750 1,630,848 4,281,598 22.5
被用者・労働者 6,809,141 3,048,037 9,857,178 51.9
失業者 189,777 77,098 266,875 1.4
独立労働者 2,773,280 1,517,728 4,291,008 22.6
不明 145,366 152,577 297,943 1.6
合計 12,568,314 6,426,288 18,994,602 100
出所 : Mazel 1993: 18.
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　景気循環の犠牲となり，最初に仕事を失ったのは，高齢者，若年者，無資格
者，外国人等の社会の縁辺に位置する人々であり，これらの人々の多くは組合
に加入しておらず，集団的な抵抗は少なかった。しかしながら大不況期には，
これら仕事を失った人々（sans-travail）の運動が見られた。1883-1889年の間
におよそ50回ものデモが行われ，人々は救済と労働を求めた（Braudel, 
Labrousse 1979: 486）。このような失業者の増大と彼らの訴えを背景として，
20世紀初頭から，失業者の生活保障を確保するための政策的な取組みが推進さ
れていく。
（2）失業者の救済
1）貧困問題への国の消極的姿勢
　「失業者」の概念があいまいな19世紀の失業者の救済は，貧困者の救済
（assistance）として実施されることとなる。フランスでは国家的な貧困者の救
済制度が確立するのは遅く，本格的な法整備が開始されるのは19世紀の終わり
である。それまでの間，貧困者の救済に関する国の介入は非常に限定的であっ
た。このような国の姿勢は，貧困は当事者の責任であり，教会が貧困者への社
会的な援助を行う上での中心的な役割を担い，国は公共秩序を乱す問題を予防
し，抑制することを除いては，この問題に関してはいかなる義務も負わないと
いう考え方に基づく（Borgetto, Lafore 2009: 14）。
　国家的な救済制度が確立するためには，このような旧い救済概念は払拭され
なければならないが，フランスでは変化の兆しは革命期に訪れた。1793年６月
24日の「人権および市民権の宣言」において，「公的救済は神聖な義務（dette 
sacré）である。社会は不幸な市民に対して，労働を提供することにより，あ
るいは労働能力のない者に対しては生存手段を確保することにより，生存を保
障する義務がある」と明記された。これを受けて，国の負担により，高齢者，
捨て子・孤児，病人，障害者，無職の労働能力者等に対する救済の実施を目的
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とした法律が制定された（Borgetto, Lafore 2009: 15-16）。しかしながら，これ
らの施策を実施するための財源確保が困難となり，所期の目的を達成すること
はできなかった。
　貧困者の救済をめぐる状況は，総裁政府（1795-99年）のもとでは大きく後
退した。救済を受ける個人の権利や社会の義務は否定され，救済は国ではなく
コミューンによって任意に行われることとなり，コミューンには慈善事務所
（bureau de bienfaisance）が創設された。この後，自由主義の時代の到来とと
もに，国家的な救済制度の確立へ向けた動きは停滞してしまう。自由主義者に
とっては，救済に関する個人の権利と社会の義務を認めることは，労働者階級
の怠慢，不用意な態度，悪癖を助長することであった（Borgetto, Lafore 2009: 
16）。
　このようななか，貧困労働者の救済の取組みが大きく前進する契機が訪れ
た⑺。二月革命（1848年）直後の臨時政府によって，失業者を救済するための
国立作業所（ateliers nationaux）が創設されるなど，社会主義を志向した諸施
策が導入された⑻。働ける者の労働権を承認するものであった。革新的な諸施
策は，同じく臨時政府によって導入され，間もなく実施された普通選挙におい
て皮肉にも保守派が勝利したことにより，短命に終わった。
2）慈善活動やコミューンによる失業者の救済
　貧困問題への国家の介入は限定的であったため，貧困者や失業者の救済とし
ては，私的な慈善活動に基づく，あるいはコミューンによる救済が中心であっ
─────────────────
⑺　この時代，多くの労働者が貧困に陥っていた状況が見られた。工業化の進展とともに労働者の貧
困問題が注目されるようになったが，とりわけ1847から1851年にかけての深刻な経済恐慌時には，
パリの熟練労働者でさえ本人の所得のみで家計を維持することは困難な状況となった。田端 1999: 
201-206参照。
⑻　全市民に対して労働権を保障する布告が承認され，国立作業所と労働者のための政府委員会が設
置された。労働時間の制限や労働者斡旋による中間搾取の禁止等が実施された。水町 2001: 61参照。
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た。19世紀における救済の権利は，救済の実施主体によって自由に定められた
規則に従って，束縛なく自由に評価されるものであり，救済される者はその貧
窮状態を示すのみである（Willmann 1998: 67）。このような時代の救済は，任
意的で散発的なものとならざるを得ない。
　19世紀には，失業者に対する現金給付は，求職のための移動費の支給を除い
ては行われず，救済はもっぱら現物給付（労働，食事，宿泊場所の提供）の形
をとった。このうち食事や宿泊場所の提供といった現物給付は，緊急的な措置
としてコミューンや教会により行われた⑼。しかし，これらは彌縫策に過ぎず，
救済の目的は失業者を自活できる状態にすることである。この目的のために，
職業紹介（placement）（後述），施設における労働の提供および小額の貸付⑽
が行われた（Gide 1920: 474）。
　現物給付としての労働の提供は，「失業者が職業的な物乞いとなるのを回避
させ，労働生産物を付け加えることによって施し物（aumône）の効力を増大
させ，施し物に賃金の性質を付与することによって，それから恥辱的な性質を
取り除く（Gide 1920: 476）」という長所を有しており，最も好まれた方法であっ
た。このため19世紀には，共同作業所等が次々と作られた（ロザンヴァロン 
2006: 154）。
　注目された労働による救済の一形態として労働者農園（Jardins ouvriers）
がある⑾。これは当該団体が土地を購入あるいは賃借し，これを耕作すること
─────────────────
⑼　例えば，1880年からフランス中に創設された現物による救済所（stations de secours en nature）
は，翌日午前に労働を提供することを条件として，食事と寝床を提供するものであった。このため
の費用はコミューンによって賄われていたが，提供される労働によって補填されるのは，費用の
５％に過ぎなかった（Gide 1920: 484-485）。
⑽　いくつかの慈善・宗教団体によって資金の無利子貸付が行われていた。この無利子貸付は，貸付
の前には調査が行われ，貸付後にはその使用と分割返済についての監督が行われることから，借り
手の失業者に対して教育的な効果を及ぼすことができた（Gide 1920: 478-479）。
⑾　この取組みに先んじて，19世紀前半に農業コロニーが慈善上の熱狂を引き起こした。農業コロ
ニーは困窮者に未開の土地の開拓を託するもので，オランダにおいて最初の試みが行われた。フラ
ンスにおいて熱狂的に取り上げられたが，その実現は限定的なものにとどまった。ロザンヴァロン 
2006: 154-156参照。
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を目的として貧困者に無料で提供するものである。公的扶助会議（Congrès 
de l’assistance publique）によって熱心に推奨されたこともあり，第一次世界
大戦前には，1.8万の農園が９万人を支援する状況にあった（Gide 1920: 477）。
3）職業紹介
　有料あるいは無料の職業紹介は，19世紀には活発に行われていた。これは，
失業を減少させ，企業に必要な労働力を提供するために必要であると考えられ
ていた。1852年３月25日のデクレが制定されるまでは，有料・無料の職業紹介
は自由に実施されていた。当該デクレによって，職業紹介の事業者に対して，
コミューンによって発行される特別の許可が求められるようになった（Cavail-
lon 1910: 73）。
　なかでも有料の職業紹介所（bureau de placement）が数多く存在してお
り⑿，多くの顧客を獲得していた。職業紹介の多くはこれらの有料の仲介を通
じて行われており，年間約100万件の労働が斡旋されていた（Gide 1920: 
449）。労働を斡旋する仲介組織の必要性は広く認識されていたものの，有料の
職業紹介所は多くの利益を上げており，労働者にとっては手数料が高額である
ことなどの問題が指摘されるようになった⒀。
　このようななか，1887年にパリに労働取引所（Bourse du travail）が創設さ
れた。労働取引所は労働者が雇入れを求めて集まる場所であり，リヨン，マル
セイユ等の都市においても開設された。労働取引所は，コミューンによる財源
や場所の提供を受けながら，労働組合の影響下で運営されたが，20世紀に入り，
無料職業紹介が政策的に推進されていくなかで廃れていった。有料職業紹介以
─────────────────
⑿　1900年には1,445の職業紹介会社が存在していた（Gide 1920: 449）。
⒀　有料職業紹介所に対する労働者側からの主要な苦情は次のようなものであった（Cavaillon 1910: 
73）。①時代によって，パリあるいは地方に多くの労働者を寄せ集めることにより，労働供給が労
働の需要を上回るような事態を生じさせ，それが賃金率の低下を招いている。②働き口を確保する
前に金銭の引き渡しを求められる。③最もよい仕事を最も多く支払う者に提供する。
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外にも，慈善的あるいは宗教的な労働斡旋の取組みが数多く見られた。
（3）共済組合と失業のリスク
　フランスでは，中世の時代から職業的なつながりを基盤とした相互扶助
（mutualité）の活動が行われてきた⒁。これらの活動は，フランス革命を経て
共済組合（société de secours mutuels）へと姿を変えていった。革命期には同
業組合の結成が禁じられ⒂，共済組合も活動の中断を余儀なくされた。職業的
な基盤をもつ共済組合は，労働者の団結を恐れる国の規制のもとで非合法的な
活動へと追いやられていった。19世紀半ばに共済組合をめぐる制度が整備さ
れ⒃，発展が促されるなかで，複数の職業が混在する共済組合，あるいは地域
を基盤にした共済組合が数を増していった。共済組合は組合員から定期的に掛
金を徴収し，疾病，障害，老齢，死亡などに関する給付を行っていた。その中
心は疾病に対する給付であった⒄。
　公的な失業救済制度が確立していない時代，共済組合には失業した労働者を
支える役割が期待される。しかしながら，共済組合が失業した組合員に対して
合法的に給付を行うことができるようになるのは19世紀末以降のことであり，
それまではそのような活動は原則禁じられていた⒅。共済組合の資金を病人や
─────────────────
⒁　相互扶助を基盤とした労働者の組織としては，旧体制下のコンフレリ（confréries）や職人組合
（compagnonages）等が存在していた。
⒂　1791年のル・シャプリエ法（loi Le Chapelier）により，同業組合の廃止が定められた。これに
より，労働者や事業主の団結が禁じられた。
⒃　1850年７月15日の法律により共済組合の法的な位置づけが改められ，「公益を認められた共済組
合（公益組合）」として合法的に活動することが可能となった。この場合，疾病と葬儀の費用に関
する給付を行うことができた。また1852年３月26日のデクレにより「同意された共済組合（同意組
合）」が設けられた。同意組合は地域を基盤に設立され，厳しい条件を満たす必要があるが，各種
の特典を得ることができ，疾病や障害，葬儀の費用に関する給付に加えて，一定の条件下で年金を
実施することも可能とされた（松本 2012: 43-46）。
⒄　共済組合の予算に占める疾病支出の割合は，1875年には３分の２を占めていた（Gibaud 1986: 
48）。疾病給付としては，当初は傷病手当金の支給のみであったが，1850年代からは医療の現物給
付も提供されるようになり，しだいに拡充されていった。
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高齢者のために確保すること，共済組合に過度の負担をさせないこと，さらに
働かない者（oisifs）を経済的に援助することに対する共済組合への批判を回
避することが禁止の理由であった（Lefort 1913: 19）。また，後述のように共
済組合を隠れ蓑とした労働運動の抑制も企図されていた。
　それでも，1860年代からは国や地方自治体は共済組合による失業給付の有用
性を認識し，そのような活動を容認するようになった。共済組合が実施する失
業給付の仕組みは組合ごとに異なるが，疾病の場合と同程度あるいはそれ以上
の現金給付が一定期間行われた⒆。給付の対象となるのは，自分の意思とは関
係のない事柄による失業（非自発的失業）の状態に陥った労働者である。
　共済組合にとって失業給付を行うこと，つまり失業の補償は副次的な意味し
かなく，最も重要であったのは失業者に労働を斡旋することであった。しかし，
共済組合の実施する職業紹介は極めて不十分なものでしかなかった。多くの場
合，共済組合の加入者は同じ地域の住民であり，他の地域の労働需要等を踏ま
えた職業紹介を行うことができなかった（Lefort 1913: 24）。
　第三共和政期（1875年～）には共済組合運動が活発化し，1881年から新たな
共済組合法の検討が開始された。この後，17年の歳月を経て1898年に共済組合
法が制定されることとなる。この折に失業給付をめぐる共済組合の役割につい
ても見直しが行われたが，失業給付に関する提案は議論を巻き起こした⒇。と
りわけ，失業給付を実施することによって生じる可能性のある財政的な問題
─────────────────
⒅　実際には，19世紀前半には失業補償を行っている共済組合が存在した。しかしながら，失業者へ
の救済を行う共済組合の間で，収支の均衡を保つことができずに支払いが不可能になり，医療や老
齢などその他の必要に対応することが困難な状況となるケースが見られたことから，失業のリスク
に対応することが禁じられるようになった（Lefort 1913: 20-21）。
⒆　Lefort 1913: 23によれば，支給期間は60日から90日という範囲で定められ，多くの場合，失業給
付は疾病給付より高額であった。
⒇　当初の法案では，共済組合の多様な目的が列挙されたが，失業者の救済に関しては「無料職業紹
介の義務的な設立」のみが挙げられていた。しかしながら，1896年３月９日の第一回目の審議の際
に，国民議会議員の Jourde によって，共済組合に失業給付の実施を認め，加入者から個別に拠出
される特別の保険料によって実施される保険の仕組みが提案された（Lefort 1913: 25）。
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や，失業給付の実施がストライキを誘発しかねないことへの懸念等が反対者か
ら表明された21。激しい議論の末，共済組合に失業給付を行うことを認める法
案が可決された。制定された1898年４月１日の法律のもとで，共済組合は，付
属的なものとして（主目的は疾病，障害および老齢に対する経済的支援），失
業給付を実施することができるようになった。
　実際には，歴史的な経緯によって職業横断的な組合員の構成を余儀なくされ
た共済組合にとって，「失業」というリスクを扱うことは容易ではなかった。
失業のリスクが職業によって異なる状況の下で統一的な保険料を適用すること
は，組合員間の不公平を生じさせた（Lefort 1913: 37）。失業問題によりよく
対応できると考えられたのは，次に見ていく労働組合である。
（4）労働組合による失業補償
1）職業組合の創設に関する1884年法
　19世紀の労働者にとって失業補償は一つの関心事であったが，当初の失業補
償は労働運動と強く結びついており，専ら非自発的失業を対象としたものでは
なかった。革命期以降，労働組合の結成や職業利益を守るための活動は禁じら
れていたが，19世紀初頭には，共済組合の形式をとりながら抵抗活動を実施す
る組織が増加した。これらの組合は，事業主によって押し付けられた賃金の引
き下げを拒む労働者に対してストライキ補償を行った。このような活動を問題
視した政府は，共済組合の法的な位置づけを定める1850年の法律において，共
─────────────────
21　反対意見は次のようなものであった（Lefort 1913: 25-26）。「失業は経済的なリスクであり，リス
クの発生する確率が把握されている疾病，老齢，災害（accident），死亡といった自然のリスクと
は異なる。また失業は，予測し，特定することのできない多くの要因に影響される。結果として失
業がもたらす損失額の計算のための情報が不足している状況においては，共済組合による失業保険
の実施を可能にすることは，共済組合を崩壊へ導きかねない。」「失業は常に非自発的であるわけで
はなく，ストライキの場合のように意図的でもある。共済組合が失業給付を行うことにより，共済
組合は政治的結社へと姿を変えてしまう。」このような反対意見に対して，失業に関する統計情報
が十分に存在すること，共済組合に失業金庫が創設されれば，労働者は金庫を大切にし，容易には
ストライキに加担するようなことはしないであろうことが主張された。
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済組合が失業者の救済を行うことを禁じた（Daniel, Tuchszirer 1999: 31）。19
世紀後半になると，多様な同業者団体が創設され，失業の状態に陥った労働者
の援助を行うようになるが，政府はこのような動きを放置し，事実上容認して
いた（Lefort 1913: 49-50）。
　さらに第三共和政のもとで，国は失業問題への対応を迫られることとなっ
た。経済の変化，工業化の進展，失業の増大および労働者の生活様式の漸進的
悪化を背景として，「社会問題（question sociale）」が政府の実施するプログラ
ムの中心となった（Daniel, Tuchszirer 1999: 37）。窮地にある賃金労働者を保
護することなく体制を維持していくことは，もはや困難となった。
　このような背景のもと，職業組合の創設に関する1884年３月21日の法律（以
下，1884年法）が制定された。同法は，労働者および使用者に政府の許可なく
職業組合を結成する自由を認めるものであり，高まる労働運動のなかで事実上
存在し，活動していた労働組合に法的承認を与えるものであった（水町 2001: 
69-70）。これにより労働組合が設立され，疾病，老齢および失業といった社会
的リスクから労働者を保護するための制度が発展することが期待された。
2）失業の補償
　労働組合という同業者の組織が失業者の救済を行うことには，多くの利点が
あると考えられた。同業の者であれば失業リスクも同様である。労働組合は当
該職業の労働市場に通じており，職業紹介を効果的に行うことができる。また，
労働組合が失業補償を行っている場合は，就職によって補償が不要なものとな
るため，職業紹介は一層活発に行われる。さらに，失業補償を実施する場合に
は，給付請求権の濫用を防ぐために偽の失業者（faux chômeur）と真の失業
者とを見分けることが不可欠であるが，このコントロールは，それを行うもの
が同業者であり，情報交換が効果的に行われる場合には容易であった（Lefort 
1913: 45-47）。
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　このため，1884年法の制定を契機に，労働組合による失業金庫（caisse de 
chômage）の創設が増大すると考えられたが，実際には消極的な労働組合も少
なくなかった。1892年に公表された統計によると，産業部門（運輸，金属，衣
服等）ごとに創設された労働組合の失業金庫は52金庫であり，失業に関する事
業を全く行っていない職業も見られた（Lefort 1913: 57-58）。また，労働局
（Office du travail）22によって実施された失業問題に関する調査によると，1894
年時点で2,178の労働組合が存在し，408,025人の組合員を抱えていた。このう
ち規約に失業者の救済を掲げているのは487組合であった。実際には多くの組
合は失業給付を実施しておらず23，全組合の３％にあたる66組合（対象14,601
人）が失業した組合員への経済的な支援を行っているにすぎなかった（Lefort 
1913: 58, Reynaud-Cressent 1984: 61）。失業補償を実施することに対する労働
組合の消極性は，改良主義的な歩みに加担することへの拒絶の結果であり
（Daniel, Tuchszirer 1999: 38），当時の労働組合の思想を反映したものであった。
　そうではあるものの，20世紀初頭までに失業金庫を有する労働組合数は少し
ずつ増加した。労働局の調査によると，1902年には307の失業金庫が労働組合
によって創設されており，30,297人の組合員が金庫に対して保険料を支払って
いた24。小規模な金庫も多く見られた。失業金庫の設置状況は産業部門によっ
て大きく異なり，とりわけ出版業において非常に発達していた25。また，失業
金庫が創設された場所の地理的な偏りも大きかった26。
─────────────────
22　労働局は1891年に労働高等会議のもとに創設された機関である。労働に関する調査の実施やデー
タの収集・作成を行い，労働政策の立案に寄与する役割を担う。
23　調査における失業関連事業についての質問に対して，487組合のうち241組合は無回答であった
が，おそらく何も実施していないと考えられた。159組合は，財源の不足や濫用などさまざまな理
由によって，規定された内容を実現できていないと回答した（Lefort 1913: 58）。
24　この307金庫の他に，事業主によって創設されたものが２金庫，全労働組合による独立金庫が３
金庫存在していた （Lefort 1913: 60）。
25　1902年の全失業金庫307金庫のうち，出版連盟（Fédération du Livre）の支配下にあるものが162
金庫であり，１万人の組合員を抱えていた（Lefort 1913: 61）。
26　例えばセーヌ県だけで40の金庫が存在しており，県ごとの設置状況が大きく異なっていた。また，
県内の金庫が一つの都市に集中しているケースも少なくなかった（Lefort 1913: 61）。
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　労働組合は自らの失業金庫を運営するためにそれぞれ独自の規約を設けてお
り，実施された失業補償の仕組みは多様であったが，一般的な失業金庫は次の
ように失業給付を行っていた（Lefort 1913: 62-69）。失業金庫の財源は保険料
によって賄われていた。月額の保険料は0.5～３フランの範囲で定められ，１
フランとするところが最も多かった。保険料の支払いは厳しく強制され，支払
が遅れると受給権を喪失し，加入者リストから名前が削除された。給付を受け
取るためには，保険料の支払いに加えて，一定期間（多くの場合１年以上）の
組合への加入が求められた。また，労働者が安易に自発的な失業を選択するこ
とがないよう，８日，あるいは15日といった待機期間が設けられた。対象とな
る失業は，原則的には，労働需要不足に起因する解雇，人員削減による非自発
的失業であり，疾病の場合は対象外とされた。失業した組合員に支給される給
付の額は職業によって異なっていたが，一般的には一日２フランとされた。金
額が年功に依存する場合や，失業期間が長引くにつれて金額が減少する場合も
あった。給付は通常一定期間（例えば，精密機器の労働者は５週間，組立工は
８週間）に限られていたが，この期間は職業によって大きく異なっていた。
3）職業紹介
　労働組合にとって職業紹介を実施することは，失業金庫の安定的な運営を確
保するためにも重要であった。労働組合は失業金庫からの支払いを抑制するた
めに，失業給付を受けている組合員を労働に復帰させる方法を模索した。多く
の労働組合では，失業者に対して組合の指定した職を受け入れるよう要請し，
これを拒んだ場合や怠慢によってこの職を失った場合，給付額を減じた。さら
に，失業給付と合わせて，求職のために遠方に出向く失業者のための移動手当
（viaticum）を支給した。
　また，1884年法によって労働組合が無料の職業紹介所を創設することが可能
となり（Cavaillon 1910: 73），職業紹介事業における労働組合の活躍が期待さ
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れた。
２．失業金庫補助制度の創設（20世紀初頭）
　19世紀末まで失業問題への国家の関わりは，労働組合等による失業問題への
取組みを間接的に推進するものに過ぎなかった。20世紀に入ると，国家の介入
は直接的なものとなっていく。以下では，失業問題への国家の対応をめぐる議
論と，創設された失業金庫補助制度について検討していく。
（1）失業者救済への国家の介入
　大不況期の混乱を経た1896年から1914年までの間，失業者数はおおむね20～
30万人の規模で安定的に推移した（Villa 1995: 50-51）。一方で，失業問題に対
する社会の認識は少しずつ変わり始めていた。世紀転換期には，失業に関する
書物や公的な出版物が数多く見られるようになり（Braudel, Labrousse 1979: 
484），失業問題への注目が高まっていった。このようななか，数を増しつつあ
る賃金労働者をいかに失業のリスクから守るかということが，国家レベルの政
策課題となっていった。
　国家的な制度の創設に至る道のりは険しく，1905年に失業金庫補助制度が創
設されるまでの間，多くの提案が行われ，長く激しい議論が交わされた。これ
らの議論を通じて，失業問題への国家の介入のあり方が模索されていった。以
下では，失業金庫補助制度の創設に至る過程を詳細に検討している Lefort 
（1913）により，議論の概要を見ていくこととしたい。
　議会において，国家介入のあり方を明確にした失業者の救済制度の提案が最
初に行われたのは1893年12月である。議員のDejeante らによって行われた提
案は，内務省予算から捻出された資金を失業の犠牲となった労働者やその家族
に分配するという案であった。これは，下院において否決された（Lefort 
1913: 83）。
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　続いていくつかの提案が行われたが，なかでも注目すべきは1985年１月に行
われた Jouffray による提案である。公平で実際的な方法として「保険」を導
入することが提起された。労働者と事業主の拠出に加えて，間接的にコミュー
ン，県および国の補助金が投入されることとされた。労働者と事業主の制度へ
の加入は義務であるとされた。この提案は激しい批判を浴びることとなった。
反対者からは「強制（contrainte）」の導入や保険料負担の重さなどが問題視さ
れた。結局のところこの提案は，議会で議論されないまま葬られることとなっ
た（Lefort 1913: 84-87）。その後も多くの提案がなされたものの，制度化へと
つながる議論には至らなかった27。
　1903年11月には，全国統一的な制度を創設し，財政面における国の役割を重
視する提案がColliard と複数の議員により行われた。商業省により創設される
全国失業金庫の財源は，労働者と事業主に加えてコミューンと国が負担するこ
ととされた。これは国の予算によって賄われる財源の比重が相対的に大きい制
度であり28，経済的な危機の際には予算への負担が無制限に拡大する恐れがあ
ると考えられた（Lefort 1913: 90）。
　以上の提案の多くは，19世紀に細々と行われてきた共済組合や労働組合によ
る失業者の救済制度とは異なる，新たな制度の創設を提起するものであった。
しかしながら，労働者階級を取り巻く状況が失業によりますます悪化していく
状況に直面し，考え方の転換が生じた。新たな組織を検討するのではなく，現
行の組織の改善を検討することがより望ましいと考えられるようになった。つ
─────────────────
27　1900年11月にはVaillant により，失業を含む諸リスクから労働者を保護するための社会保険が提
案された。1902年３月にはBouveri と Coutant により，失業した労働者に経済的な援助を行うため
の特別予算の設置が提案された。これらの提案が検討されることはなかった。また同年６月に
Dumont により，職場の火災によって引き起こされた失業を対象とした失業保険案が再提出された
が，これも議会には受け入れられなかった。さらに同年11月に Coutant は，「失業」は機械化に起
因するとして，動力を使用する鉄道会社等に税金を賦課し，これを財源として全国失業救済金庫を
創設することとを提案したが，これも実現には至らなかった（Lefort 1913: 87-90）。
28　毎月の拠出金の負担割合は，労働者と事業主がそれぞれ25％，コミューンが10％，国が40％とさ
れた。
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まり，すでに存在し，活動を行い，労働者によって受け入れられている職業的
団体を利用することがより実際的であるとの結論に至った（Lefort 1913: 90）。
　このような転換を生じさせた政策決定過程において，労働高等会議（Conseil 
supérieur du travail）29の常設委員会での議論が重要であった。同委員会は
1903年に行われたいくつかの勧告（vœux）を通じて，失業金庫へ補助金を支
給する制度への支持を表明した（Lefort 1913: 91）30。この後，労働高等会議に
おける審議を通じて，国やコミューンによって補助金が支給される失業金庫の
仕組みが提案された。さらに，労働高等会議の提案に触発され，失業金庫をめ
ぐる二つの提案が1904年５月に議会に提出された（Lefort 1913: 95）31。
　このような状況のもとで，1904年10月21日には，議会の専門委員会から
Millerand の関与のもとで報告書が提出された。報告書では，先の二つの提案
と合わせて，以前にColliard らによって提案された「全国失業金庫」について
も検討が行われた。ここで，失業問題をめぐる政策の選択肢は大きく二つに分
かれた。全国レベルでの失業金庫創設による国家的な新制度の創設と，限定的
な国家の介入のもとで支援され，推進される，職域を中心とした失業金庫を基
礎とした制度である。
─────────────────
29　労働高等会議は，後に首相となるMillerand によって，労働に関する問題を検討するために1891
年に創設された。
30　常設委員会がこのような結論に至った背景として，19世紀末から実施されるようになった失業に
関する綿密な調査を通じて，失業者への給付を行う労働組合の活動が専門家や行政府の注目を集め
るようになったことが指摘されている。労働高等会議の常設委員会によって，国は失業金庫の発展
を支援すべきかどうか，支援すべきであるならば国家の最善の加入方法とはどのようなものかとい
う点が議論されるなかで，失業金庫への補助金の支給が合意された（Lefort 1913: 91）。
31　一つ目は1904年５月17日の Chaumet らによる提案であり，強制的な保険という考え方には明確
に反対し，私的なイニシアティブを重視するものであった。失業金庫への国の補助金を要請するも
のであったが，その規模を限定し，加入者によって支払われる保険料の25％までとした。国家予算
に計上する金額は３万フランを上限とした。二つ目は，1904年５月20日の Dubief と Millerand に
よる提案であり，より直接的な国家の協力を求めるものであった。失業問題への介入は一時的で一
定限度内でのみ行われるという考え方を前提とし，国家予算からの10万フランを，全ての失業金庫
で分配する案が示された。これらの案は，失業金庫の活動を支援し，促進するという点では共通し
ているが，国の介入の程度について異なる見解を示すものである。
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　前者の全国失業金庫の創設については，その意義は認めつつも，実施すると
なれば毎年，予算から1,800万フランの負担を行わなければならないこと，折
しも議会が労働者の老齢年金の問題を検討している最中であり，このような負
担を国家に課すには時期が悪いことが指摘された。結局のところ，私的なイニ
シアティブを刺激しつつ，失業給付を行う労働組合や共済組合などに経済的な
支援を行う後者の仕組みが望ましいとされ，報告書は，失業金庫に補助金を支
給するために，1905年の商業省の予算に10万フランを計上することを政府に求
めると結論された（Lefort 1913: 96）。
　この流れを受けて，1905年予算の審議において報告書における提案が受け入
れられた。結果的に，1905年４月22日の財政法の55条によって11万フランの予
算が設けられた（Lefort 1913: 97）。この決定は，フランスにおける失業者救
済への直接的な国家介入の始まりを意味する。
（2）1905年財政法による失業金庫補助制度
　1905年財政法と，これを補完する1905年９月９日のデクレによって，失業リ
スクに対応するための公的な財政補助制度が創設された。フランスが予算措置
によって国家的な観点から失業者の救済に乗り出したことは，歴史的な一段階
と評価される（Willmann 1998: 116）。1905年に創設された制度は，失業者へ
の給付等を実施する金庫に補助金を支給する仕組みであり，本稿では「失業金
庫補助制度」と表記することとする。この新たな制度の概要は以下の通りであ
る（Lefort 1913: 109-127）。
　補助金の対象となるのは，失業者への援助（失業給付，移動手当，職業紹介）
を行う労働組合や共済組合等である。対象とする失業は，労働需要の不足によ
る非自発的な失業である。国の補助金を受け取るには，金庫が一定数の加入者
を有していることや，加入者が定期的に支払う保険料が財源に組み込まれてい
ることが必要とされた。つまり，慈善や事業主によって実施される制度ではな
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く，労働者自身の努力によって財源の大部分が賄われ，連帯を基礎とした仕組
みを促進することが企図されたのである。また，金庫の加入者は，同じ職業あ
るいは類似の職業に属することとされた32。このような制約はあるものの，各
失業金庫の定める給付率（taux indemnité）や支給期間にはいかなる規則も設
けられておらず，失業金庫はこれらを自由に定めることができた。
　国からの補助金の支払いは半年ごとに行われた33。この補助金の額は，金庫
から支払われた給付の総額に配分率（taux de répartition）という一定の割合
を掛けて算出される。この配分について検討するのは，労働大臣によって任命
される失業金庫委員会である。委員会は，失業金庫によって半年の間に支払わ
れた失業給付の総額を計算し，この合計額と使用可能な予算額に基づいて配分
率を提案する。これに基づき労働大臣が配分率を決定することとされたが，こ
の割合は16％を超えないものとされた34。以上のような仕組みを通じて，公的
な財政支援を受ける任意加入の失業保険制度の枠組みが整備されたといえる。
　しかしながら，1905年の失業金庫補助制度の対象となる金庫数および給付を
受ける失業者数の増加は，非常に緩やかであった。1905年の制度創設時，47の
失業金庫が6,645人に対して失業補償を実施している状況であったが，1913年
─────────────────
32　リスクが同等であれば保険料や賃金も同等であり，実際的な連帯感によってコントロールや職業
紹介もより容易に行えると考えられた。この規定には例外があり，人口規模の小さなコミューンに
創設された金庫等は，加入者の属する職業が異なる場合であっても国の補助金を受けることができ
るとされた（Lefort 1913: 115-116）。
33　補助金を受けるために失業金庫は，半年ごとに，加入者数，保険料収入，その他の収入，失業者
数・失業日数・失業給付総額等を労働省に報告しなければならないとされた（Lefort 1913: 122）。
34　なお，少なくとも三つの県において活動を行い，1,000人以上の加入者を有する連合金庫（Caisses 
Fédérales）では，この割合の上限は1.5倍に設定された。つまり，通常の地域の金庫の配分率が
16％の場合には，連合金庫の配分率は24％とされた。この連合金庫の有利な取り扱いは，①地方の
金庫は通常，地方自治体の支援を受けているのに対して，複数の地方自治体にわたって活動を行う
連合金庫はこの支援を得られず，国が代わって支援する必要があること，②連合金庫は，地方の金
庫よりも経済的な危機への対応力があること（とりわけ職業紹介において），③連合金庫はより多
くの多様な加入者を得て，会計的に安定した運営が可能であること，④連合金庫は，多数の被保険
者やリスクの分散を考慮する点において「保険」規則と類似していることにより説明されている
（Lefort 1913: 126）。
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にはそれぞれ117金庫，8,546人に増加したのみである。対象となる失業金庫が
予測されたほど増えないなかで，制度に対する評価も消極的なものであった。
　この任意の失業保険制度が順調に発展していれば，フランスにおける失業保
険制度の一般化に向けた道筋が見えてきたかもしれないが，実際にはそのよう
にはならなかった。失業金庫補助制度が成功を収めることができなかった直接
的な要因として，まず失業をリスクとして捉え，それに備えるということが，
労働者の間に十分に浸透していなかった点が挙げられる。当時の労働組合の組
合員のうち定期的に保険料を支払っていた者は限られており，労働者の多く
は，自ら失業に備えることの必要性を十分に認識していなかった（Lefort 
1913: 135-136）。また，失業補償を行っていた労働組合のなかには，国の補助
金を受け取ることによって制度の定める「失業」の定義に従うことを余儀なく
され，スト参加者等を除外しなければならないなど，独自の失業者の認定方法
を修正しなければならないことに抵抗を持つ組合もあった（Daniel, Tuch-
szirer 1999: 92）。つまり，労働組合が失業金庫を有していた場合であってもそ
のすべてが国の補助金を受け取っていたわけではなく，また失業金庫のある労
働組合に加入している労働者の一部は定期的な保険料の支払いを行っていな
かったといえる。
　より間接的には，慈善活動やコミューン等による任意の救済が一定程度展開
されていたため，従事する職業において失業金庫がない場合でも救済される可
能性がゼロではなかったこと，歴史的に労働による救済が重視されてきたこと
など，先に検討してきた19世紀の失業問題へ対応そのものにも，失業金庫補助
制度が十分に浸透しなかった要因を求めることができるかもしれない。多くの
時間とエネルギーを費やして創設された失業金庫補助制度であったが，その利
用が普及し，定着するような社会的環境ではなかった。
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（3）地方自治体における取組み
　1905年の失業金庫補助制度の創設を端緒として，失業問題に対する国家の介
入が開始されたが，あわせてコミューンの取組みが活発化した。失業者の救済
を支援し，拡充するために独自の仕組みを構築するコミューンが少なくなかっ
た。労働組合などの失業金庫にコミューン予算から補助金の支給を行う，ある
いは新たに基金を創設して一定の居住要件を満たした組合員の失業補償を増額
するといった取組みが行われた。このようなコミューンの取組みを財政的に支
援する県も見られた（Lefort 1913: 127-133）。これらの地方自治体の自発的な
取組みを支援するために，1906年12月28日のデクレによって国からの補助金の
対象が拡大され，県やコミューンによって創設された地方の基金も補助金が受
けられるようになった（Institut Supérieur du Travail 2004）。
（4）職業紹介に関する法律の整備
　19世紀のフランス社会において職業紹介の必要性は広く認識され，多様な主
体による職業紹介が展開されていたことはすでに見た通りである。しかしなが
ら，有料の職業紹介所では必ずしも公正な労働の分配が行われず，また労働条
件を悪化させる状況も見られたことから，労働者の不満が高まっていった。
　このような状況のもとで，有料の職業紹介を規制し，無料の職業紹介を強化
するために，1904年３月14日の法律が制定された35。これにより，有料の職業
紹介所が労働者から手数料を徴収することが禁じられ，職業紹介の費用は事業
主が負担することとされた。また，コミューンが補償金を支払うことによって
有料職業紹介所を廃止することも可能となった。廃止は強制ではないため有料
職業紹介を実施することは可能であったが，この場合は許可が必要とされた。
　一方で，無料職業紹介の拡充が図られた。無料の職業紹介所は，コミューン，
─────────────────
35　職業紹介に関する1904年３月14日の法律については，Cavaillon （1910）およびde Larquier（2000）
を参照。
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労働組合，事業主組合，労働取引所，職人組合，共済組合および合法的に創設
されたすべてのアソシアシオンによって，許可を必要とすることなく自由に創
設されることとなった。住民が１万人以上のコミューンには，無料の職業紹介
所を創設する義務が課された。
　このように，失業補償に関する国家介入が行われたのとほぼ同じ時期に，職
業紹介においても，法律の制定による規制の強化という形で国家が関わりを強
めた。失業問題への対応における国の役割が高まりつつあった。
３．公的な失業救済制度の確立（第一次世界大戦から1930年代）
（1）第一次世界大戦と国家失業基金の創設
　第一次世界大戦が勃発すると，フランスの経済活動は混乱状態に陥った。総
動員によって商工業施設の半分は閉鎖され，200万の労働者が雇用を奪われた
（Daniel, Tuchszirer 1999: 94）。失業問題に対して労働組合等の失業金庫が十
分に役割を果たせないなかで，国家介入の強化が不可避となった。このような
緊急事態のもとで，暫定的な仕組みとして1914年に国家失業基金（Fonds 
national de chômage）が創設された。この基金には労働省からの予算が充て
られ，県やコミューンが任意に基金を創設して失業者の救済を実施する場合，
補助金が支給された36。国家失業基金を通じた救済の対象は，戦争によって雇
用を失った失業者（正規の賃金を得ることのできる職業に総動員前に一定期間
従事していた者）であった。一方で国は，労働者の尊厳に相応しい救済方法は
労働組合等の実施する失業保険であると考えており，これを重視する観点か
ら，国家介入による失業救済はあくまで一時的なものと位置づけていた。
　国家が救済しようとしたのは，戦争によって一時的に失業しているが，通常
─────────────────
36　国からの補助金は，住民が１万人以上のコミューン（あるいはコミューンのグループ）における
基金に対して与えられた。国からコミューンや県に支払われる補助金は，失業者に支給された金額
の33％と定められた （Daniel et Tuchszirer 1999: 102-103）。
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はフルタイムで働く正規労働者である。つまり，この公的救済の対象は，安定
的な職業に従事して定期的な賃金を得ていた労働者であり，労働組合の失業金
庫から失業補償を受ける失業者の像とほぼ同じであると指摘されている（Dan-
iel, Tuchszirer 1999: 97-98）。なお，失業者が，失業金庫補助制度の対象であ
る失業金庫から給付を受けている場合には，失業救済を受けることはできない
こととされ，併給は禁じられた。救済を受ける失業者世帯の資力は問われず，
救済期間の制限も設けられなかった。その他の貧困者を対象とした公的救済
（後述）とは異なる制度である。
　このような国家の対応は，労働者の二つの区分を前提に行われているといえ
る。つまり，「正規の賃金労働者」と「その他の不安定な労働者と労働能力が
低下した者」であり，それぞれに対して異なる政策的対応が行われている。前
者が失業した場合，失業金庫のある労働組合に加入し，失業給付が行われる場
合はその給付を，そうでない場合で失業基金のある地域で労働を行っていた場
合は公的な失業救済を受ける。地域に失業基金が存在しない場合は，救済され
ないこととなる。後者のうち，労働能力がない者（高齢者，障害者，長期疾病
者）は，1905年に創設された公的救済制度の対象となり，それ以外の者は伝統
的にコミューンの慈善事務所等によって行われる任意の救済の対象となる。以
上のような制度的枠組みにおいては，失業した労働者の救済は必ずしも確保さ
れないこととなる。
　また，失業者には就労が強く促され，正当な理由なく提供された雇用を拒ん
だ者は，コミューンや県の基金からの救済を受けることはできないこととされ
た。
（2）第一次世界大戦後の失業問題
1）就業者・失業者の状況
　1914年から1929年の15年間で，イギリスでは15％，ベルギーでは16％，ドイ
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ツでは12％の就業人口の増加が見られたのに対して，フランスでは，この期間
を通じて就業人口は2,000万人強であり，停滞ともいえるような現象が見られ
た（Sauvy 1965: 455）。この背景として，就業人口の増加と減少に関係する二
つの流れが同時に生じていたことが指摘されている（Sauvy 1965: 215）。就業
人口の減少要因は人口の高齢化，就学期間の延長，戦争による過剰活動（sura-
ctivité）の終了であり，増加要因は，若年者が就業人口となること，移民，死
亡率の低下である。とりわけ移民の増大は顕著である。フランスに居住する外
国人の数は1911年に116万人（総人口の2.8％）であったが，1931年には271.5万
人（同7.1％）へと急増した（Braudel, Labrousse 1979: 631）。とはいえ，就業
人口の減少要因との拮抗関係のもとで，就業人口はほとんど変化しなかった。
　一方で，就業構造は大きく変化した。1906年から1931年の間に農・林・漁業
の就業者が減少し，就業者全体に占める割合は約41％から33％へと低下した
（Sauvy 1965: 215）。これに対して工業・運輸部門の就業者が増大した。
図表２　失業者数の推移（1920-1931年）
出所：Sauvy 1965: 218より作成。
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　1920年から1931年の失業者数は図表２のように推計されている。第一次大戦
後の不況（ピークは1921年）と1927年，1931年に失業者の増大が見られる。こ
れは経済状況に応じて賃金労働者の雇用が調整された結果と見ることができ
る。そうではあるが，就業人口の停滞等を背景として，1920年代の失業率は
1930年代のそれと比較すると平均的に低く，完全雇用に近い状態も見られた37。
2）国家失業基金の恒久化
　国家失業基金の支援のもとで県やコミューンの基金は第一次世界大戦を通じ
て数を増し，短期間で労働組合の金庫を凌駕し，それに取って代わる存在と
なった（Institut Supérieur du Travail 2004）。1918年に戦争が終結して動員解
除がなされると，多くの失業者が生み出された。戦時の混乱に対応するために
設けられた国家失業基金には，新たに戦後の失業問題への対応が求められるよ
うになった。このため，救済の対象とする失業者の定義において戦争について
の言及はなくなり，戦争を理由としない失業にも対応することとなった38。
　1926年からの財政再建政策によって失業者の増大が見込まれるなか，当初，
暫定的な位置づけであった国家失業基金は，失業問題への対応を担う恒久的な
制度へと変化していった。この変化を決定的なものとしたのが，1926年12月28
日のデクレである。これにより，コミューンと県による失業救済制度が再編さ
れ，受給要件等が定められた。救済の対象となるためには，非自発的な失業者
で，失業前に正規の賃金を得ることのできる職業に６カ月以上従事し，労働を
通じて繁栄に寄与したコミューンに３カ月以上居住しているという条件を満た
す必要があった（Daniel, Tuchszirer 1999: 105）。資力に関する条件は設けら
れず，扶養家族の状況に応じて給付額が定められた。また，救済を受ける期間
─────────────────
37　Villa によれば，1920-1930年の全人口に対する失業者の割合は平均で0.74％であり，1931-1939年
の同数値1.9％と比較すると非常に低い水準である（Villa 1995: 56）。1926年と1929年は完全雇用に
近い状態であったと見られる（Sauvy 1965: 219）。
38　1918年４月19日に定められたデクレによる（Daniel, Tuchszirer 1999: 104）。
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は年間120日を超えないこととされた。国は，県やコミューンの基金によって
支払われた給付額の33％に相当する補助金を支給した（Daniel, Tuchszirer 
1999: 108）。
　国家にとっては，失業者を仕事に就かせることが優先的な政策目標であり，
補償はあくまで副次的な意味合いでしかなかった。このため，救済を受けよう
とする失業者は，失業基金への登録とあわせて職業紹介の登録を行い，定めら
れた義務を果たさなければならないこととされた。職業紹介局から提供された
雇用を正当な理由もなく拒んだ者，虚偽の申告を行った者，さらに飲酒癖のあ
る者は救済の対象から除外された。さらに，労働争議が原因となって失業して
いる者，他の制度（1910年に創設された年金制度や1905年に創設された公的救
済制度）から給付を受けている者，年齢あるいは労働不能を理由として失業状
態となっている者も対象外とされた（Daniel, Tuchszirer 1999: 107-108）。
（3）経済危機と失業者の増大
1）世界恐慌期の失業者
　世界恐慌の影響により，1931年から工業生産の大幅な落ち込みが見られるよ
うなり，1935年には最悪の状況となった。さらに農業部門でも，農業産物の価
格下落などにより農業恐慌へと突入した。経済活動の回復は遅く，しかも第二
次世界大戦前までに恐慌前の水準を取り戻すことはできず，フランスにおける
世界恐慌の影響は非常に深刻であった。
　このような状況下で失業者が増大し，1932年には90万人の規模に達した。そ
の後，失業者数は一時的に減少したものの再度増加に転じ，1936年まで継続的
に上昇し，同年11月には99.3万人に達した（Villa 1995: 56）。
　1936年に社会党のブルム内閣が誕生すると，購買力の向上と雇用の拡大を目
指した政策（賃金の引き上げ，有給休暇の導入，週40時間労働制等）が実施さ
れた。これらの政策により，失業者は1937年には78.8万人にまで減少した（Villa 
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1995: 56）。この時期の労働組合の最大の関心事は，購買力の向上によって労働
者を守ることであり，任意の失業保険の拡大ではなかった。結局のところ，高
水準の失業を抱えたまま，フランスは第二次世界大戦へと突入していくことと
なる。
　ところで，世界恐慌期のフランスの失業者数はイギリスやドイツと比較する
とはるかに少ない。この要因として，竹岡（2001）により，フランスでは大量
失業を引き起こす「都市における工業の賃金取得労働」が支配的ではなかった
ことが指摘されている。「工業化」と「都市化」は失業の現れ方を規定する。
工業化が進んだ地域では，大規模工業が支配的となり，賃金労働者の数が多く
なる。また，農業・農村県と異なり都市化した地域では失業者の数が多くなる。
両概念は相互に関係があるが同一ではなく，フランスではそれらが個々に進展
する地域が多く見られた39。このため，都市における工業労働者の失業は，隣
国ほど激烈な形では現れなかったといえる。
2）増大する失業者への国家の対応
　1930年代初頭，多くの失業者のなかで県やコミューンの失業基金の救済を受
けることができたのは14.7万人であったのに対して，労働組合の失業金庫から
失業給付を受けている組合員は4.1万人に過ぎなかった（Daniel, Tuchszirer 
1999: 118）。
　失業者の急増は，ドイツで見られたような国家主義政党の台頭を引き起こし
かねないことから，国は，とにかく失業者の保護に注力した（Daniel, Tuch-
szirer 1999: 118）。失業者がよりよく保護されるよう，県やコミューンの失業
基金への補助金が増額され，労働組合の失業金庫への補助金も同じように引き
上げられた40。また，失業者を取り巻く状況が改善されずに失業が長期化する
─────────────────
39　1930年代の都市化と工業化については，Salais 1983の分析を参照されたい。
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と，これに対応するために，国からの補助金の対象となる受給の期間が延長さ
れた41。
　期間が終了して失業基金からの救済が受けられなくなった失業者には，伝統
的に貧困者を救済してきた慈善事務所による援助が行われた。1931年からはこ
の慈善事務所にも補助金が支給されるようになった42。その後，1932年選挙で
左翼連合が勝利すると，県やコミューンの失業基金による救済の受給期間の制
限が廃止され，失業金庫に対しても同様の変更が行われた（Daniel, Tuch-
szirer 1999: 123）。
　1936年の調査によれば，80万人の失業者のうち，40.8万人は県やコミューン
の失業基金によって救済されていた。これに対して，労働組合の金庫が給付を
行っていた失業者は７万人であった（Daniel, Tuchszirer 1999: 152）。失業者
の急増を背景として失業金庫から給付を受ける者も増加したが，公的な失業基
金による失業救済制度の優位は明らかであった。1936年には，70の県基金，26
のコミューン共同基金および1,473のコミューン基金が存在し，人口の半分以
上がカバーされていた（Le Crom 2001: 171）。
3）雇用の拡大
　1930年代の厳しい経済状況を経験し，国家は失業者への雇用の提供に，より
重点を置くようになった。1932年に初めて公共事業政策が打ち出され，失業の
解消が目指された。法律によって公共事業の実施を支援する仕組みが整えら
─────────────────
40　例えば，1931年12月31日のデクレにより，各失業基金への国の補助金が引き上げられ，従来は救
済のための給付額の33％と定められていた補助金の割合は，当該基金の対応する失業の規模に応じ
て60～90％へと変更された。引き続いて失業金庫に対しても同様の規定が導入され，実施された給
付の60～90％の補助金が支給されることとなった（Daniel, Tuchszirer 1999: 120）。
41　1931年の二つのデクレにより，国の補助金を計算する際の給付の受給期間の上限が，最初に150
日，続いて180日と延長された。Daniel, Tuchszirer 1999: 118の第５章の注６参照。
42　伝統的に慈善事務所が対象としてきた貧困者（多くは労働不能者）の救済と，新たに対象となっ
た失業者の救済は，法令によって異なるものであると整理された。後者には求職活動が義務付けら
れ，失業者救済の支出は会計的にも区分された（Daniel, Tuchszirer 1999: 122）。
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れ，失業者に雇用を提供するために事業を実施しようとする県とコミューン
は，国からの経済的な支援が受けられるようになった（Daniel, Tuchszirer 
1999: 139）。
　また，労働組合も失業者の救済ではなく雇用の拡大を重視した。社会党系の
CGT（労働総同盟）の策定した1934年の経済革新計画には，失業者救済のた
めの制度は盛り込まれていなかった。労働時間を40時間に削減し，大規模な公
共事業を実施することによって，短期間で失業者の数を減らし，平常時のよう
に「失業」を偶発的，一時的かつ周辺的な現象に戻すことができると考えられ
た（Institut Supérieur du Travail 2004）。
　このような状況の下で1936年に誕生したブルム内閣では，雇用の拡大による
失業の解消が重視された。優先的なプログラムは，大規模な公共事業，購買力
の向上，週40時間労働制等であり，労働需要を維持・拡大することを通じた失
業問題の改善が図られた。
4）失業扶助への変容
　1905年の失業金庫補助制度の創設以降の国家の介入を通じて，失業者の救済
に関する多数の法令が生み出された。1930年代にも多くの立法が行われ，法令
の運用が複雑になるなかで，1939年５月のデクレロワによって1905年以降の法
令の整理・簡略化が行われた。
　この折に，失業基金を通じて行われる公的救済に資力要件が設けられ，失業
扶助（assistance chômage）と呼ばれるようになった（Daniel, Tuchszirer 
1999: 153）。それまで，失業者を対象とした救済制度は，高齢者や障害者等を
対象とした公的救済制度とは異なる仕組みとして位置づけられてきたが，資力
要件の導入により，その境界線があいまいになり，失業救済制度は後者の公的
救済制度に近づいて行った。
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（4）ヴィシー政府下での失業への対応
　1939年に第二次世界大戦が始まったが，1940年６月にはペタン内閣が成立し
てドイツに降伏し，休戦条約が調印された。政府がヴィシーに移され，フラン
スの北半分はドイツに占領された。ヴィシー政府のもとでは，「労働・家族・
祖国」をスローガンとした反共和主義的な「国民改革」が進められ，権威主義
的体制が敷かれた。経済面では，政府と大企業経営者によってコントロールさ
れる計画経済が推進された。
　戦争の混乱のなかで失業者の数は激増した43。ヴィシー政府は，失業者が社
会秩序を乱し，レジスタンスや革命運動に向かうことがないよう，速やかに失
業問題を解決する必要があった。このため，政府はさまざまな公共事業を実施
すると同時に，労働者の職業紹介と失業者への経済的な支援を定めた1940年10
月11日の法律を制定し44，失業問題への国家の介入を強めた。それまで県やコ
ミューンに設置されていた職業紹介所は廃止され，新たに地域圏および県に労
働大臣直轄の労働局が設置された。労働局は，職業紹介とあわせて失業者の扶
助を提供することとされ，両者は統合された。なお，ヴィシー政府のもとで労
働組合組織が解散させられると，労働組合の失業金庫は姿を消していった
（Daniel, Tuchszirer 1999: 155）。
　コミューンの失業基金の開設権限は，従来のコミューンの長から県知事（国
の代表者）へと移された。資力要件を満たし，失業前12カ月に６カ月の労働が
行われたことを条件に，失業者本人，その配偶者および老親等のための日額手
当が支給された。費用の５～20％はコミューンが負担し，残りは国が負担する
こととされた。依然として，居住するコミューンに失業基金がない場合には，
失業者は扶助を受けることはできなかった。
─────────────────
43　 1940年のフランスの瓦解と軍需生産の停止に後の混乱が経済危機を招き，同年秋には失業者が
200万人規模に増大する（Le Crom 2001: 173）。
44　同法は，第二次世界大戦後，1944年７月３日のオルドナンスによって法的に有効とされた。
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　ヴィシー政府のスローガンに掲げられた「労働」が重視されるなか，失業者
を仕事に就かせることが最優先であり，失業補償は二次的なものであった。職
業紹介を通じて提案された雇用を拒んだ場合には，扶助の支給は停止された。
また，扶助を受ける者には一日２時間の労働が義務づけられた。
　一方，占領国ドイツは，自国の労働力不足を補うためにフランスの労働力を
必要としていた。このため1940年末から多くのフランスの労働者が徴用され，
ドイツで労働を行った。この結果，1941年の終わりには，フランス国内にはほ
とんど失業者が見られない状態になり，さらに労働力不足の問題が浮上するま
でに至った45。フランスの失業問題は，このような特殊な形で解消されたので
ある。
おわりに
　本稿では，19世紀から20世紀前半のフランスにおける失業者の救済制度を，
失業問題に対して国家がどのように対応してきたかという観点から検討してき
た。最後に，本稿を通じて明らかとなった失業者の救済制度の歴史的展開につ
いて整理し，若干の考察を行うこととしたい。
　まず，19世紀は，救済すべき失業者とはどのような者か，失業問題に対して
社会はいかなる対応をするべきであるかという基本的な問いをめぐって多様な
価値がぶつかり合い，対応方策が模索された時代であった。失業問題への国家
介入の正当性についての合意は形成されず，失業者の救済はコミューンや慈善
活動等により任意に行われた。また，公的・私的な職業紹介が活発に展開され，
労働を通じた救済が重視された。19世紀後半には，共済組合や労働組合によっ
て地域や職域の連帯をベースとした失業リスクへの対応が試みられるように
なった。国家は法整備を通じてこれらを間接的に後押しするにとどまった。
─────────────────
45　ヴィシー政府下の労働，雇用および職業訓練に関する月次報告書の抜粋（1940年８月から1941年
12月）（Cahier du Chatefp n°5 2009）による。
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　世紀転換期に失業問題への国家的対応の必要性についての社会の認識が高ま
り，20世紀初頭には国家の直接的な介入が行われるようになった。1905年に創
設された失業金庫補助制度において，国は失業金庫に補助金を支給する役割を
担うこととなったが，これは職域における連帯を基礎とし，自発性に基づく失
業問題への対応を重視した国家介入のあり方であった。しかしながら，労働組
合の失業金庫は期待された役割を担うことができず，第一次世界大戦による経
済の混乱，さらに戦間期の経済危機のなかで，失業者を救済するコミューンや
県の基金に国家失業基金から補助金を支給するという，より直接的な国家介入
が比重を増していった。このように，フランスでは任意の失業保険による失業
リスクへの対応の不完全さを，公的な失業救済制度の拡大と国家の経済的な支
援の増強によって補う形で失業問題への対応が行われた。そうではあるが，両
制度（任意の失業保険制度と公的な失業救済制度）の対象となったのは正規の
賃金労働者であり，地域によって失業基金の設置状況も異なっていたことか
ら，国家介入のもとでの失業者の救済は部分的で偏ったものであった。
　また，労働による救済を重視する考え方は，フランスの失業者の救済制度の
通奏低音となっていた。失業者の救済においては，現金給付よりも職業紹介等
によって仕事に就かせることが優先された。さらに経済危機を通して雇用の拡
大が重視されるようになった。ヴィシー政府のもとでは，失業問題への対応が
中央集権化され，失業扶助と職業紹介は統合されながら国家により直接的にコ
ントロールされる仕組みとなった。
　フランスでは，失業問題への国家的な対応が20世紀初頭から行われ，その後
の時代状況に対応すべくさまざまな試みがなされてきた。しかしながら，出来
上がった失業者の救済のための諸制度を全体的に眺めてみると，失業者をあま
ねく救済する制度体系となっていないこと，保険料を財源とする「保険」と公
的な財源に基づく「救済・扶助」の論理的な区分があいまいであることが分か
る。
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　前者については，そのような不徹底な失業者の救済制度によって，どのよう
に経済危機を乗り切ることができたのかが問われることになる。フランスで
は，慈善に基づく任意の失業者の救済活動が歴史的に展開され，20世紀以降に
制度化された失業者の救済制度の間隙を部分的に埋める役割を果たしたと考え
られること，さらに緩やかな工業化の進展と就業人口の停滞を背景として相対
的に失業者が少なく，したがって救済されない失業者も相対的に少なかったと
考えられることから，失業問題が国家の安定を脅かすような事態を避けること
ができたのではないかと考えられる。
　後者については，失業者の救済をめぐる諸制度が基礎とした論理が明確では
なく，とりわけ経済危機の際には，それらが混然一体となるような状況がみら
れた。このような制度的対応が行われた理由については本稿では十分に検討を
行うことができなかったが，フランス特有の社会・経済状況および思想的背景
を考慮しながら，それを明らかにすることを今後の課題としたい。
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